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⑤ ③ 世界遺産中城城跡プロジェクションマッピング事業

⑤ ③ 中城村歴史文化振興発信事業

⑤ ② プロサッカーキャンプ誘致事業

⑤ ③ ホームページ委託管理事業

⑤ ② 観光地周辺環境美化事業

⑤ ② 中城村観光協会補助事業

④ ① 特産品開発プロジェクト

⑤ ① 中城城跡共同管理協議会

③ ① 中城村シルバー人材センター育成補助金

③ ① 中城村商工会育成補助金

① 農業委員会運営事業

② ① 水産物供給基盤機能保全事業

① ③ 中城村農業振興施設整備事業

① ④ 機構集積支援事業

① ② 農業次世代人材投資事業（旧青年就農給付金事業）

① ② 農業用水対策施設設置補助事業

① ① 農業用廃プラスチック処理委託業務

① ② 家畜伝染病予防事業

① ① 農業基盤整備促進事業

① ① さとうきび優良種苗安定確保事業

① ① 耕作放棄条件改善事業

実施計画（令和２年度～令和４年度）事業一覧（節毎）

８節　産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村）

基本施策
番　　　号

実施施策
番　　　号

事業名

① ① さとうきび病害虫防除事業

① ① 島ヤサイ産地拡大推進事業





今後の展開
関係機関と協議し、防除方法や薬剤の効果を加味
したより良い農薬の検討。

令和2年度目標
（KPI等）

さとうきびの病害虫防除事業を実施し、多様化す
る病害虫の発生を抑制し生産量の向上を図る。

平成30/31年期生産量　3,096ｔ

前年度との
相違点

農薬散布の適正量の周知及び効率的な散布方法の
普及

前年度との
相違点

現在の農業機械をうまく活用した農薬散布方法の
検討・普及

目標 多様化する病害虫発生の抑制及び作業効率化 目標 多様化する病害虫発生の抑制及び作業効率化

一般財源 510 千円 100 ％一般財源 510 千円 100 ％一般財源 510 千円 100 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 510

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 510 合計 510

需用費 510 農薬配布消耗品費

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

需用費 510 農薬配布消耗品費 需用費 510 農薬配布消耗品費

近年、多様化する病害虫の異常発生によりさとうきび生産量に影響を及ぼしている。発生を抑制
し生産量の向上を図るため、生産農家に対し農薬を配布し一斉防除を実施する。ｶﾞｲﾀﾞｰや野そに
ついては一斉防除により被害が軽減されているが、それ以外の病害虫（イネヨトウ、カンシャワ
タアブラムシ等）に対しても対策が必要である。

病害虫防除によりさとうきびの品質向上が図られている。防除はさとうきび栽培に欠か
せない作業であり、また交付金（甘味資源作物）の交付要件であることから、継続して
実施する。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 313

事業期間 平成 1 年 ～ 令和

担当係 農政係

実施施策 ① 収益向上のための取り組みの推進 担当名 平敷　翼

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

さとうきび病害虫（ｶﾞｲﾀﾞｰ及び野そ）一斉防除を行うため生産農家
に対し農薬の配布を行う（負担：村55％、JA25％、製糖工場
20％）。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ① 農業の振興

千円 対前年増減額 ▲ 90 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

1,530

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 さとうきび病害虫防除事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 600 千円
令和２年度
事　業　費 510



今後の展開
関係機関と協議し地域に適した品種の選定を行
う。

令和2年度目標
（KPI等）

奨励品種を推奨し、さとうきびの品質向上及び反
収増加を図る。

平成30/31年期生産量　3,096ｔ

令和2年度との
相違点

新しい品種の選定及び農家への普及
令和3年度との

相違点
地域に適した新品種の検討・選定

目標 品質向上及び反収増加 目標 品質向上及び反収増加

一般財源 692 千円 87 ％一般財源 692 千円 87 ％一般財源 692 千円 87 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 さとうきび優良種苗安定確保事業委託金 103 千円 13 ％県補助金名 さとうきび優良種苗安定確保事業委託金 103 千円 13 ％県補助金名 さとうきび優良種苗安定確保事業委託金 103 千円 13 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 795

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 795 合計 795

50 消耗品費

委託費 745 苗圃設置委託料

需用費 50 消耗品費 需用費 50 消耗品費 需用費

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

委託費 745 苗圃設置委託料 委託費 745 苗圃設置委託料

　さとうきびの生産安定と品質向上を目的に沖縄県奨励品種の原種苗及び採種苗を圃場に設置
し、優良種苗の確保及び普及を図る。
　優良品種の普及と併せて、地域に適した品種選定、品種の特性を活かした栽培方法等の普及し
ていくことが課題である。

安定多収品種の優良種苗を普及することでさとうきびの品質向上に寄与している。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 313

事業期間 平成 1 年 ～ 令和

担当係 農政係

実施施策 ① 収益向上のための取り組みの推進 担当名 平敷　翼

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

無病性・強い発芽力・高品質・高収量などの特徴を持つ優良種苗の
原種苗及び採種苗を圃場に設置し、生産農家へ栽培管理を委託して
増殖させ、優良種苗の安定確保を推進する。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ① 農業の振興

千円 対前年増減額 0 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

2,385

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 さとうきび優良種苗安定確保事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 795 千円
令和２年度
事　業　費 795



今後の展開
①農地中間管理機構と連携概要を策定②重点実施
区域を指定する。

令和2年度目標
（KPI等）

中城第3工区として新規採択した、農道L＝2,333
ｍを調査測量設計業務委託する
また、農地耕作条件改善計画に基づいて、荒廃地
A=2,500㎡を耕す。

令和2年度との
相違点

未舗装路線を２工区に分け、３月末までに舗装工
事を完成する。

令和3年度との
相違点

未舗装路線を２工区に分け、３月末までに舗装工
事を完成する。

目標 舗装工事L=1,183.5ｍ 目標 舗装工事L=1,149.5ｍ

一般財源 8,525 千円 10 ％一般財源 10,225 千円 10 ％一般財源 3,250 千円 10 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 沖縄振興公共投資交付金 76,725 千円 90 ％県補助金名 沖縄振興公共投資交付金 92,025 千円 90 ％県補助金名 沖縄振興公共投資交付金 29,250 千円 90 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 85,250

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 32,500 合計 102,250

ｻﾄｳｷﾋﾞ

6,000 現場技術業務

補償費 250 ｻﾄｳｷﾋﾞ 補償費 250

工事 79,000 舗装

工事費 2,500 耕運機 委託費 6,000 現場技術業務 委託

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

委託費 30,000 調査測量設計 工事費 96,000 舗装

道路状態は道路が凸凹で道路敷は、草がおおい茂って、道路としての機能が失われている。また
耕作地は道路まで膨らんでいるカ所が見られる。また、後継者不足により離農者が多く荒廃農地
が多くなっている。

舗装することにより自らが付加価値の高い作物に転換できるようになった。農業環境が
整ったため新規就農者が参入しやすくなった。また、農地中間管理機構と連携により担
い手への農地集積の加速化や生産効率の向上、農業の高付加価値化の推進等が図ること
ができた。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

4 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 311

事業期間 平成 2 年 ～ 令和

担当係 土木水産係

実施施策 ① 収益向上のための取り組みの推進 担当名 金城隆雄

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課
平成１１年度に県営ほ場整備事業（当間地区）が完了した地区で、農道が
未舗装（砂利道）のため、降雨時には路盤材の流失が著しく、路面の痛み
も激しい。また、日照時には粉塵が発生、農地に飛散し農作物の品質の低
下等の悪影響を及ぼし、農業生産の低下につながっている。したがって、
本事業でアスファルト舗装を行うことにより、優良農地の環境を整備し、
農地中間管理機構との連携により意欲ある担い手への農地集積・集約化を
推進する。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ① 農業の振興

千円 対前年増減額 32,500 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

220,000

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 耕作放棄条件改善事業 事業区分 新規事業（緊急）

前年度事業費 0 千円
令和２年度
事　業　費 32,500



今後の展開 島ニンジン標章登録の検討

令和2年度目標
（KPI等）

島ニンジンの出荷数量の増加を目指す。
目標生産量　島ニンジン　55ｔ

前年度との
相違点

前年度との
相違点

目標 目標

一般財源 千円 ％一般財源 千円 ％一般財源 357 千円 50 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 島ヤサイ産地拡大推進事業補助金 357 千円 50 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 0

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 714 合計 0

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

需用費 714

中城村の特産品である、島ニンジンは近年の異常気象や多様化する病害虫の発生により品質及び
出荷量が低下している。また、県内において島ニンジンの産地としての知名度も低い。本事業を
活用して効率的な栽培方法の実証試験、技術の普及により品質及び生産量の向上や流通量の拡大
を図る。

展示圃を設置し現地実証を行い、実証結果を生産農家へ普及する事により島ニンジンの
品質及び生産量向上を図る。又、島ニンジン緑化防止包装フィルムの技術を普及させ流
通量の増加を図る。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

2 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 313

事業期間 平成 30 年 ～ 令和

担当係 農政係

実施施策 ① 収益向上のための取り組みの推進 担当名 平敷　翼

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

島ヤサイの産地力強化を推進するため、安定生産技術の現地実証と
その効果の確認による生産農家への栽培指導、技術の普及活動等を
実施する。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ① 農業の振興

千円 対前年増減額 ▲ 50 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

714

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 島ヤサイ産地拡大推進事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 764 千円
令和２年度
事　業　費 714



今後の展開 なし

令和2年度目標
（KPI等）

未舗装路線を２工区に分け、３月末までに舗装工
事を完成する。L=988.3

令和2年度との
相違点

令和3年度との
相違点

目標 目標

一般財源 千円 ％一般財源 千円 ％一般財源 7,120 千円 10 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 沖縄振興公共投資交付金 64,080 千円 90 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 0

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 71,200 合計 0

補償費 200 ｻﾄｳｷﾋﾞ

委託費 4,000 現場技術業務

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

工事 67,000 舗装工事

道路状態は道路が凸凹で道路敷は、草がおおい茂って、道路としての機能が失われている。また
耕作地は道路まで膨らんでいるカ所が見られる。

舗装することにより、自らが付加価値の高い作物に転換できるようになった。また、農
業環境が整ったため新規就農者が参入しやすくなった。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

2 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 311

事業期間 平成 2 年 ～ 令和

担当係 土木水産係

実施施策 ① 収益向上のための取り組みの推進 担当名 金城隆雄

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

平成１１年度に県営ほ場整備事業（当間地区）が完了した地区で、
農道が未舗装（砂利道）のため、降雨時には路盤材の流失が著し
く、路面の痛みも激しい。また、日照時には粉塵が発生、農地に飛
散し農作物の品質の低下等の悪影響を及ぼし、農業生産の低下につ
ながっている。したがって、農作物の品質を確保するためにも早急
なアスファルト舗装整備が必要である。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ① 農業の振興

千円 対前年増減額 ▲ 8,800 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

71,200

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 農業基盤整備促進事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 80,000 千円
令和２年度
事　業　費 71,200



今後の展開
関係機関と調整し、協議会を設立して適正処理を
行う。

令和2年度目標
（KPI等）

農業用廃プラスチックの適正処理と農家負担の軽
減を図る。

前年度との
相違点

処理費用負担について関係機関との協議の実施
前年度との

相違点
協議会の適切な運用

目標 協議会の設立 目標 回収方法についての周知・指導

一般財源 1,200 千円 100 ％一般財源 1,200 千円 100 ％一般財源 1,200 千円 100 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 1,200

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 1,200 合計 1,200

委託料 1,200 農業施設廃ビニール処理委託料

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

委託料 1,200 農業施設廃ビニール処理委託料 委託料 1,200 農業施設廃ビニール処理委託料

農業生産における廃プラスチック類は、農家自らの責任で適正に処理することが義務付けとなっ
ているが、処理費の負担や処理場への持ち込みが厳しい農家が多く、また、農業経営が小規模な
農家が多いことから、村で一括回収し処理する。回収時期、回収の際の仕分け、梱包の方法、付
着物除去や産廃の発生の抑制、再利用等の周知をしていく。周知に際しては村のＨＰや広報誌を
活用し、また行政・農業団体等を中心とした組織を設立するなどを検討する。

農業用廃プラスチックの適正処理と農家負担の軽減（処理料・マニフェスト交付事務
等）が図られている。適正な回収処理を行うことで生活環境・公衆衛生の向上へ寄与し
ている。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 313

事業期間 平成 23 年 ～ 令和

担当係 農政係

実施施策 ① 収益向上のための取り組みの推進 担当名 平敷　翼

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

　村が農家からの委任を受け一括して農業用廃プラスチック類を回
収（年間３回）し処理業者へ処理を委託することにより、農業経営
の安定化を図り、村内の農業振興に寄与する。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ① 農業の振興

千円 対前年増減額 ▲ 57 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

3,600

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 農業用廃プラスチック処理委託業務 事業区分 継続事業

前年度事業費 1,257 千円
令和２年度
事　業　費 1,200



今後の展開
豚丹毒ワクチン　１，３００頭
日本脳炎ワクチン接種　１００頭

令和2年度目標
（KPI等）

繁殖用母豚の日本脳炎ウィルスの感染による死産
の予防を積極的に行い、日本脳炎・豚丹毒予防注
射接種頭数を増やす。

令和2年度との
相違点

ウィルス感染によるデメリットを防ぐために、予
防を積極的に行う。

令和3年度との
相違点

ウィルス感染によるデメリットを防ぐために、予
防の広報活動を広める。

目標
豚丹毒ワクチン接種　１，３００頭
日本脳炎ワクチン接種　１４０頭 目標

豚丹毒ワクチン接種　１，４００頭
日本脳炎ワクチン接種　１４０頭

一般財源 220 千円 90 ％一般財源 220 千円 90 ％一般財源 220 千円 90 ％
その他（　　　） 24 千円 9.8 ％その他（　　　） 24 千円 9.8 ％その他（　　　） 24 千円 9.8 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 244

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 244 合計 244

86 消耗品

委託料 158 予防注射獣医委託料

需用費 86 消耗品 需用費 86 消耗品 需用費

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

委託料 158 予防注射獣医委託料 委託料 158 予防注射獣医委託料

家畜伝染病により、畜舎内の家畜が感染し、死亡あるいは脳に障害を受け麻痺などの重篤な後遺症
が残るのを防止する必要がある。

家畜伝染病予防確立における経営の安定。
伝染病数　4　件

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 6-①-② 内線番号 322

事業期間 平成 24 年 ～ 令和

担当係
商工・観光・農
政・水産係

実施施策 ② 後継者の育成 担当名 澤岻　徹幸

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

家畜の伝染病疾病の発生を予防し、まん延を防止するため、ワクチ
ン代、検査手数料の1/2を農家へ補助する。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ① 農業の振興

千円 対前年増減額 5 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

732

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 家畜伝染病予防事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 239 千円
令和２年度
事　業　費

244



今後の展開 新規就農者　１人

令和2年度目標
（KPI等）

農業先進地の研修

令和2年度との
相違点

令和3年度との
相違点

目標 目標

一般財源 千円 ％一般財源 千円 ％一般財源 千円 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 農業次世代投資事業 1,500 千円 100 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 0

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 1,500 合計 0

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

補助金 1,500 農業次世代人材投資金

経営の不安定な就農初期段階の青年就農者に対して経営開始型の農業次世代投資金を交付すること
により、青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図る。給付対象者の選定が課題。

経営の不安定な就農初期段階の青年就農者に対して経営開始型の農業次世代投資金を交付
することにより、就農後の意欲向上と定着が図られている。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

2 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 ６－①－② 内線番号 322

事業期間 平成 24 年 ～ 令和

担当係
商工・観光・農
政・水産係

実施施策 ② 後継者の育成 担当名 澤岻　徹幸

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

市町村長に認定された認定新規就農者で、人・農地プランに位置づ
けられた就農５年未満の青年（就農されるときの年齢が原則４５歳
未満）の方を対象に、経営が不安定になりがちな就農直後（５年以
内）の所得を確保するため、年間最大１５０万円の給付金が最長５
年間給付される。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ① 農業の振興

千円 対前年増減額 0 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

1,500

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 農業次世代人材投資事業（旧青年就農給付金事業） 事業区分 継続事業

前年度事業費 1,500 千円
令和２年度
事　業　費

1,500



今後の展開 農業用水対策施設設置　５基

令和2年度目標
（KPI等）

農家巡回等を強化する。

令和2年度との
相違点

農業用水対策施設に関する情報提供を行う。
令和3年度との

相違点
農家の話合いを行う

目標 農業用水対策施設設置　５基 目標 農業用水対策施設設置　５基

一般財源 500 千円 100 ％一般財源 500 千円 100 ％一般財源 500 千円 100 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 500

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 500 合計 500

補助金 500 農業用水対策施設設置補助

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

補助金 500 農業用水対策施設設置補助 補助金 500 農業用水対策施設設置補助

合理的農業経営の振興と生産の拡大強化を図るため、水利施設(井戸、ボーリング施設)の設置に対
し、補助金を交付する。補助導入者が少ないので、ＨＰや広報誌等で周知を強化する。農業団体等
にも協力してもらい、更なる農家への周知を図りたい。

農業生産性拡大と干ばつ被害（平成26・27・28・29・30年度実績値１０件）の軽減を図ら
れている。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 ６－①－② 内線番号 322

事業期間 平成 26 年 ～ 令和

担当係
商工・観光・農
政・水産係

実施施策 ② 後継者の育成 担当名 澤岻　徹幸

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

農業生産性の向上を図る目的で農業用水の確保のための施設（打ち
込み井戸、堀井戸、ボーリング井戸）を設置した個人又は団体に対
し、経費の50％以内で、補助金限度額10万円を交付する。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ① 農業の振興

千円 対前年増減額 0 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

1,500

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 農業用水対策施設設置補助事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 500 千円
令和２年度
事　業　費

500



今後の展開 継続的な試験による品質及び品種向上

令和2年度目標
（KPI等）

・栽培基準の講習会1回開催
・選抜種苗を5農家へ配布

・試験栽培の実施
・出荷等調整冷蔵庫の整備

令和2年度との
相違点

・優良種苗の選抜及び栽培
・あらたな品目の選定及び試験栽培

令和3年度との
相違点

・優良種苗の選抜及び栽培
・あらたな品目の選定及び試験栽培

目標・優良種苗の選抜及び栽培
・優良種苗の確保
・よりよい栽培方法の確立と品質維持向上目標
・優良種苗の選抜及び栽培
・優良種苗の確保
・よりよい栽培方法の確立と品質維持向上

一般財源 7,192 千円 100 ％一般財源 7,192 千円 100 ％一般財源 2,836 千円 20 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 沖縄振興特別推進市市町村交付金 11,343 千円 80 ％

合計 7,192

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 14,179 合計 7,192

32
工事費 7,000 出荷等調整冷蔵庫

役務費 13 自賠責保険料

土地賃借料 32 土地賃借料 32 土地賃借料
役務費 0 役務費 13 自賠責保険料

栽培試験用資材

燃料費 60 指導員用車両 燃料費 60 指導員用車両 燃料費 60 指導員用車両

72 通勤手当3人

消耗品費 550 栽培試験用資材 消耗品費 550 栽培試験用資材 消耗品費 550

報酬 6,465 指導員2人､補助員1人

旅費 72 通勤手当3人 旅費 72 通勤手当3人 旅費

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

報酬 6,465 指導員2人､補助員1人 報酬 6,465 指導員2人､補助員1人

　島野菜や新たな品目の栽培試験を農家又は露地の圃場において行っており、農家の営農計画や
台風によって思うよう試験が実施できないため、栽培方法の改善や新たな品目の普及ができない
状態にあり、農家の所得及び作物の品質向上に向けた取り組みが行えていない。

　栽培試験の実施により、よりよい栽培方法の確立や新たな品目の普及推進を行うこと
が可能となる。これにより、作物の品質及び農家の所得向上に取り組むことができる。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

年 積算資料 無

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 321

事業期間 平成 30 年 ～ 令和

担当係 農政係

実施施策 ③ 新たな農業施策の展開 担当名 島袋

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

　農作物を普及させるために不可欠な試験栽培を実施する圃場及び
ハウス等の施設整備を行う。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ① 農業の振興

千円 対前年増減額 7,000 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

28,563

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 中城村農業振興施設整備事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 7,179 千円
令和２年度
事　業　費 14,179



今後の展開
　農業委員会と農地中間管理機構と協力しながら
遊休農地を解消していく。

令和2年度目標
（KPI等）

遊休農地49ha
年間3ha解消を目標に行う。

令和2年度との
相違点

令和2年度の課題を確認後改善を図る。
令和3年度との

相違点
令和3年度の課題を確認後改善を図る。

目標 年間3ha解消を目標に行う。 目標 年間3ha解消を目標に行う。

一般財源 168 千円 9 ％一般財源 168 千円 9 ％一般財源 168 千円 9 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 機構集積支援事業 1,697 千円 91 ％県補助金名 機構集積支援事業 1,697 千円 91 ％県補助金名 機構集積支援事業 1,697 千円 91 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 1,865

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 1,865 合計 1,865

200全国農業委員会会長大会旅費

賃金 1,665農地利用状況調査員賃金

旅費 200全国農業委員会会長大会旅費 旅費 200全国農業委員会会長大会旅費 旅費

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

賃金 1,665農地利用状況調査員賃金 賃金 1,665農地利用状況調査員賃金

　遊休農地や耕作放棄地が増加していることを踏まえ、農地の利用状況調査を実施し遊休農地等
の所有者に対し意向調査等を行う。
　当集会は農業者の経営・収益確保のため公的代表である全国の農業委員会会長が一堂に会し、
国や各政党に対し各種農業施策に関し要請決議、行動する重要な場であり、先進地の講演・活動
事例発表での討議の機会は必要である。

　意向調査を行うことによって、所有者等への今後の土地利用の意思確認ができ、必要
によっては指導等を行い遊休農地の解消につなげていく。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

4 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 330

事業期間 平成 年 ～ 令和

担当係

実施施策 ④ 遊休農地の管理・活用方法の検討 担当名 吉本裕貴

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

　農業委員会が行なう農地の利用状況調査や意向調査の実施に係る
費用を支援し、今後の担い手への農地集積・集約化を図る。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 農業委員会

基本施策 ① 農業の振興

千円 対前年増減額 0 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

5,595

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 機構集積支援事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 1,865 千円
令和２年度
事　業　費 1,865



今後の展開 農地中間管理機構と連携を図る。

令和2年度目標
（KPI等）

遊休農地解消（年間）3ha、担い手への農地集積
17.7ha、新規参入（年間）2経営体を目標として
活動する。
（農業委員6名、農地利用最適化推進委員6名）

令和2年度との
相違点

令和2年度の課題を確認後改善を図る。
令和3年度との

相違点
令和3年度の課題を確認後改善を図る。

目標優良農地の確保や担い手への農地利用集積・集約化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進をする。目標
優良農地の確保や担い手への農地利用集積・集約
化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進
をする。

一般財源 5,496 千円 67 ％一般財源 5,496 千円 67 ％一般財源 6,329 千円 77 ％
その他（　　　） 農業者年金委託金 110 千円 1.3 ％その他（　　　） 農業者年金委託金 110 千円 1.3 ％その他（　　　） 農業者年金委託金 110 千円 1.3 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名農業委員会交付金・農地利用最適化交付金2,610 千円 32 ％県補助金名農業委員会交付金・農地利用最適化交付金2,610 千円 32 ％県補助金名農業委員会交付金・農地利用最適化交付金1,777 千円 22 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 8,216

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 8,216 合計 8,216

各種団体負担金

771 会議録作成、システム保守

負担金 55 各種団体負担金 負担金 55 各種団体負担金 負担金 55

役務費 40 通信運搬費

委託費 771 会議録作成、システム保守 委託費 771 会議録作成、システム保守 委託費
役務費 40 通信運搬費 役務費 40 通信運搬費

会長交際費

需用費 115 消耗品 需用費 115 消耗品 需用費 115 消耗品

121 費用弁償

交際費 10 会長交際費 交際費 10 会長交際費 交際費 10

報酬 7,104 農業委員、農地利用最適化推進委員

旅費 121 費用弁償 旅費 121 費用弁償 旅費

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

報酬 7,104 農業委員、農地利用最適化推進委員 報酬 7,104 農業委員、農地利用最適化推進委員

　遊休農地や耕作放棄地が増加していることを踏まえ、平成28年4月1日から改正農業委員会法が
施行され、農地等の利用の最適化の推進に関する事務（担い手への農地利用の集積・集約化、遊
休農地の発生防止・解消、新規参入の促進による農地等の利用の効率化及び高度化の促進）が必
須業務となった。

　優良農地の確保と有効利用に向けて審議し、認定農業者等担い手への農地利用の集
積・集約化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入を図る。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

4 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 330

事業期間 平成 年 ～ 令和

担当係

実施施策 担当名 吉本裕貴

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

　農業委員会は、農地法に基づく売買・貸借の許可、農地転用案件
への意見を述べたり、遊休農地の調査・指導などを中心に農地に関
する事務を執行している。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 農業委員会

基本施策 ① 農業の振興

千円 対前年増減額 0 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

24,648

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 農業委員会運営事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 8,216 千円
令和２年度
事　業　費 8,216



今後の展開 なし

令和2年度目標
（KPI等）

残改修の船揚場L=50ｍと未改修の物揚場L=129.9
ｍを２月末までに完成する。

令和2年度との
相違点

令和3年度との
相違点

目標 目標

一般財源 千円 ％一般財源 千円 ％一般財源 4,550 千円 10 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 水産物供給基盤機能保全事業 40,950 千円 90 ％

合計 0

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 45,500 合計 0

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

工事費 45,500 機能保全工事

平成25年度に各漁港施設の長寿命化の対策の一環で、老朽化度の調査した結果、部材が持つ耐力
が低下していることから早急に整備を行う必要がある。

漁港施設の改善を行うことにより、漁船の安全な係留と漁業者の労働環境の改善、安定
した水産物の供給など漁港施設の機能回復を図ることができた。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

4 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 311

事業期間 平成 2 年 ～ 令和

担当係 土木水産係

実施施策 ① 生産基盤の強化 担当名 金城隆雄

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

漁港施設が竣工より約30年が経過しており、施設の老朽化が顕著で
ある。このまま施設を放置した場合、安全な漁業活動が出来なくな
るため、施設の長寿命化を図る必要がある。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ② 水産業の振興

千円 対前年増減額 ▲ 10,700 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

45,500

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 水産物供給基盤機能保全事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 56,200 千円
令和２年度
事　業　費 45,500



今後の展開 周知方法の検討及び商工会との連携強化

令和2年度目標
（KPI等）

周知方法の検討及び商工会との連携強化
・加盟事業所の増加　5社

令和2年度との
相違点

・加盟事業所の増加　5社
令和3年度との

相違点
・加盟事業所の増加　5社

目標 周知方法の検討及び商工会との連携強化 目標 周知方法の検討及び商工会との連携強化

一般財源 860 千円 100 ％一般財源 860 千円 100 ％一般財源 860 千円 100 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 860

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 860 合計 860

補助金 860 補助金

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

補助金 860 補助金 補助金 860 補助金

本団体へ補助金を交付することにより村内の中小企業勤労者に対して充実した福祉サービスを提供
することが可能となる。これにより、村内の中小企業の活性化と雇用の安定を図る。課題として
は、村内事業所及び在住者の会員数が少ない状況である。

村内事業所の福利厚生の幅が広がることで、長期就職や職場環境の向上に結びつく。今後
も周知活動を行い加盟事業所数を増やす。
　平成30年度末現在では、村内加盟事業所は　8事業所、従業員数60人

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

4 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 322

事業期間 令和 2 年 ～ 令和

担当係
商工・観光・農
政・水産係

実施施策 ① 地元企業育成の推進 担当名 澤岻　徹幸

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

村内中小企業勤労者へ健康診断や人間ドック受診の助成、自己啓発
事業などを実施する沖縄中部勤労者福祉サービスセンターに補助金
を交付する。これにより、中小企業勤労者等のための総合的な福祉
事業を行うことが可能となり、福祉の向上を図るとともに中小企業
の振興、地域社会の活性化を目指す。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ③ 商工業の振興

千円 対前年増減額 0 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

2,580

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 沖縄中部勤労者福祉サービスセンター補助金 事業区分 継続事業

前年度事業費 860 千円
令和２年度
事　業　費

860



今後の展開 会員数増加と受注契約を増加

令和2年度目標
（KPI等）

・会員数：90名以上
・受注契約：10,000千円

令和2年度との
相違点

・会員数：100名以上
・受注契約：10,000千円

令和3年度との
相違点

・会員数：110名以上
・受注契約：10,000千円

目標 会員数増加と受注契約を増加 目標 会員数増加と受注契約を増加

一般財源 2,750 千円 100 ％一般財源 2,750 千円 100 ％一般財源 2,750 千円 100 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％
国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 2,750

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 2,750 合計 2,750

150 県連合会会費

補助金 2,600 各種支援事業

負担金 150 県連合会会費 負担金 150 県連合会会費 負担金

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

補助金 2,600 各種支援事業 補助金 2,600 各種支援事業

シルバー人材センターは、仕事を通じて社会参加し、健康づくりと生きがいを求める高齢者に対
して仕事を提供するために組織されており、地域社会の活性化に寄与する団体である。
シルバー人材センターの業務等の認知度はまだ低い状況にあり、受注活動の拡大を図る広報活
動、営業活動が必要となっている。また、県補助金が無くなったことから、早急な自立を促進す
ることが課題である。

平成30年度の実績では、会員数 74名、受注契約額10,845千円、就業延人員1,742人日及
び就業率69％となっている。会員数実績は平成27年度53名、平成28年度55名、平成29年
度65名だったことから、3年度連続で会員数が増加している。受注契約は平成27年度898
万円、平成28年度1,063万円、平成29年度9,56万円とだったことから、平成29年度と比べ
増となった。今後3年間において、高齢者の社会参加や地域活性化、また、間接的に医療
費の抑制が期待される。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

4 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 322

事業期間 令和 2 年 ～ 令和

担当係
商工・観光・
農政・水産係

実施施策 ① 地元企業育成の推進 担当名 澤岻　徹幸

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

就業等を通して高齢者の社会参加を促進するとともに地域の求める
サービスを提供することにより高齢者福祉の増進と地域の活性化を
目指す中城村シルバー人材センターに対して早期の経営基盤を確立
させるために補助金を交付する。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ③ 商工業の振興

千円 対前年増減額 0 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

8,250

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 中城村シルバー人材センター育成補助金 事業区分 継続事業

前年度事業費 2,750 千円
令和２年度
事　業　費

2,750



今後の展開 会員数増加と新たな商品開発

令和2年度目標
（KPI等）

商工会会員加入推進及び商品開発
・会員数増加目標：20社/年
・商品開発目標：1件/年

令和2年度との
相違点

会員数増加と脱会者減少に向けた取り組み
令和3年度との

相違点
会員数増加と脱会者減少に向けた取り組み

目標 会員数増加と新たな商品開発 目標 会員数増加と新たな商品開発

一般財源 2,700 千円 100 ％一般財源 2,700 千円 100 ％一般財源 2,700 千円 100 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 2,700

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 2,700 合計 2,700

補助金 2,700 各種支援事業

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

補助金 2,700 各種支援事業 補助金 2,700 各種支援事業

地域に根ざした商工業者の自主的な組織として設立された商工会は、会員企業の発展を支援するこ
と使命としており、その商工会の活動を支援することで地域産業の育成はもとより地域コミュニ
ティの維持活動や地域の活性化に結び付く。近年は、地元産品を使った商品開発の必要性が求めら
れている。

村商工業者の育成や地域の活性化を図るため様々な活動を行い、企業の経営基盤の安定と
組織の強化を図った。また、会員数は平成29年度末418から平成30年度末415に減少した。
1.経営指導（巡回指導411件、窓口指導449件、創業指導27件）　2.講習会等（集団5回76
人、個別1回8人） 3.講演会（集団・個別6回） 4.金融斡旋等（沖縄振興開発金融公庫20
件） 5.事務代行（労保62社252人、共済加入248件） 6.記帳指導（記帳専任225日）

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

4 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 322

事業期間 令和 2 年 ～ 令和

担当係
商工・観光・農
政・水産係

実施施策 ① 地元企業育成の推進 担当名 澤岻　徹幸

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

地域の商工業者が求める支援ニーズに的確に対応し、関係機関との
連携による金融、経営革新、モノづくり支援、創業支援、六次産業
化、事業継承、販路拡大支援など、地域経済の要となる中小・小規
模企業支援の強化を図るため、中城村商工会へ育成補助金を交付す
る。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ③ 商工業の振興

千円 対前年増減額 0 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

8,100

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 中城村商工会育成補助金 事業区分 継続事業

前年度事業費 2,700 千円
令和２年度
事　業　費

2,700



今後の展開 作物及び加工品の販路拡充

令和2年度目標
（KPI等）

・4商品の販売促進
・新規取扱店2か所確保

令和2年度との
相違点

・商品の販売促進
・新規取扱店の確保

令和3年度との
相違点

・商品の販売促進
・新規取扱店の確保

目標 ・観光施設における取扱い 目標 ・観光施設における取扱い

一般財源 200 千円 100 ％一般財源 200 千円 100 ％一般財源 200 千円 100 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 200

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 200 合計 200

報酬 200 サンプル購入

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

消耗品費 200 サンプル購入 報酬 200 サンプル購入

　これまで特産品である島ニンジンのPR及び商品開発を行ってきた結果、ようやく県内で認知さ
れるようになってきたが、これに続く青果がない。この間、中城城跡の来場者数も年々伸びてき
ているものの、お土産となる地元商品がないのが現状である。そのため、村の主要産業である農
業を振興するため、島ニンジンに続く青果や1次産品を活用した加工品などの開発が必要である。

　新たな特産品を開発することで、村の主要産業である農業の振興が図られ、その結
果、農家の所得向上が期待できる。また、加工品を販売することで中城を広くPRでき、
よって、来村者の増加が期待できる。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

年 積算資料 無

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 321

事業期間 平成 30 年 ～ 令和

担当係 農政係

実施施策 ① 特産品開発等の推進 担当名 島袋

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

　島ニンジンに続く農畜産物の1次産品、また、それを活用した加
工品など、村民に愛され、県内外及び国外にも移出できる特産品の
開発を目指す。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ④ 特産品の開発・販売

千円 対前年増減額 0 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

600

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 特産品開発プロジェクト 事業区分 継続事業

前年度事業費 200 千円
令和２年度
事　業　費 200



今後の展開 中城城跡管理運営の改善計画の検討

令和2年度目標
（KPI等）

中城城跡年間来場者数15万人

令和2年度との
相違点

中城城跡管理運営の改善計画の検討及び
観光資源としての活用促進

令和3年度との
相違点

中城城跡管理運営の改善計画の検討及び
観光資源としての活用促進

目標 年間来場者数15万人の維持 目標 年間来場者数前年度比１万人増

一般財源 19,609 千円 100 ％一般財源 19,609 千円 100 ％一般財源 19,609 千円 100 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 19,609

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 19,609 合計 19,609

負担金 19,609 運営費負担金

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

負担金 19,609 運営費負担金 負担金 19,609 運営費負担金

世界遺産中城城跡の管理運営及び活用に関する業務の一部を中城城跡共同管理協議会が実施するた
め、その業務にかかる費用を負担金として交付する。

中城城跡共同管理協議会に負担金を交付することにより、適正な管理運営及び活用を図る
ことが出来る。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

年 積算資料

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 322

事業期間 平成 6 年 ～ 令和

担当係
商工・観光・農
政・水産係

実施施策 ① 中城城跡及び周辺の計画的な整備の推進 担当名 澤岻　徹幸

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

世界遺産中城城跡は両村にまたがり存在するため、中城城跡共同管
理協議会が清掃や観覧料の徴取など管理・運営業務を行っている。
管理・運営にかかる費用を負担金として交付することにより、世界
遺産にふさわしい環境を保全し観覧者が気持ちよく観覧できるよう
にする必要がある。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ⑤ 観光の振興

千円 対前年増減額 0 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

58,827

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 中城城跡共同管理協議会 事業区分 継続事業

前年度事業費 19,609 千円
令和２年度
事　業　費

19,609



今後の展開
増員した人員により、美化作業が後手とならない
ようにする。

令和2年度目標
（KPI等）

令和２年度より人員を増やし、対応していく。歴
史の道、糸蒲公園、奥間～南上原線、公共駐車
場、潮垣線、安里中央線、当間前原線等、中城村
の観光施設周辺の美化作業を行い、観光客の満足
度向上を図る。

令和2年度との
相違点

令和２年度に、人員備品を増としたので、人員を
適正に配置し、美化作業に取り組む。

令和3年度との
相違点

一括交付金がなくなる予定なので、全額単費とし
て対応となる。

目標
特に、夏季の雑草繁茂期においても、美化された
状態を保つ。

目標
特に、夏季の雑草繁茂期においても、美化された
状態を保つ。

一般財源 17,650 千円 100 ％一般財源 3,550 千円 20 ％一般財源 4,400 千円 20 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 一括交付金 14,100 千円 80 ％国庫補助金名 一括交付金 17,200 千円 80 ％

合計 17,650

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 21,600 合計 17,650

燃料費 600
消耗品費 350 草刈り機替え刃等

草刈り機替え刃等

備品購入費 750 草刈り機等 燃料費 600 燃料費 600

13,300 一般非常勤職員

備品購入費 3,200 ２tダンプ 消耗品費 350 草刈り機替え刃等 消耗品費 350

賃金 3,400 臨時職員

報酬 13,300 一般非常勤職員 報酬 13,300 一般非常勤職員 報酬

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

賃金 3,400 臨時職員 賃金 3,400 臨時職員

中城村には、歴史的観点や観光資源としても活用されている『歴史の道』や『南上原糸蒲公園』
等があり、そのような場所を安全・安心に歩行できるよう環境美化を行い観光振興を図る。ま
た、本村ではスポーツコンベンションの推進による地域活性化や観光振興の魅力発信を図るた
め、プロサッカーチームのキャンプ誘致活動を行っており、観光客が気持ち良く村内を回遊でき
るよう観光地へのアクセス道路の環境美化を行う。

県営中城公園の、旧ホテル跡地の解体が、令和元年度よりスタートしている。今後は、
城跡の正門側の整備も進むことが想定される中、現在の護佐丸ウオーキング以外にも歴
史の道を使った、観光イベント等への利活用が見込まれる歴史の道や、各種イベントで
利用される中城村吉の浦公園周辺道路や、公共駐車場を美化することにより、中城村の
観光振興に寄与する。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

年 積算資料

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 281

事業期間 平成 29 年 ～ 令和

担当係 都市建設係

実施施策 ② 観光客の受入体制の整備 担当名 佐久田卓弥

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

観光地及び観光地へのアクセス道路等の美化清掃を行い、観光客の
満足度向上を図る。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 都市建設課

基本施策 ⑤ 観光の振興

千円 対前年増減額 21,600 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

56,900

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 観光地周辺環境美化事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 0 千円
令和２年度
事　業　費 21,600



今後の展開 組織体制の見直し

令和2年度目標
（KPI等）

組織体制の強化及び自主財源確保のための事業の
検討

令和2年度との
相違点

自主財源確保のための事業の実施
令和3年度との

相違点
自主財源確保のための事業の実施増

目標 補助金の減額 目標 補助金の減額

一般財源 千円 ％一般財源 千円 ％一般財源 千円 ％
その他（　　　） 中城城跡観覧料収入 30,000 千円 100 ％その他（　　　） 中城城跡観覧料収入 30,000 千円 100 ％その他（　　　） 中城城跡観覧料収入 30,000 千円 100 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 30,000

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 30,000 合計 30,000

補助金 30,000 運営費補助金

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

補助金 30,000 運営費補助金 補助金 30,000 運営費補助金

沖縄県では観光を県経済のリーディング産業と位置付けており、観光の意義と沖縄県の特性を踏まえ「世界水準のリゾート地」
の実現に向け施策を展開している。本村においても、沖縄観光が国内外に広く認知される基盤を構築するための一助となるべ
く、戦略的に観光振興に取り組む体制づくりが急務である。本村の観光振興の中心となる機動力のある組織作りを推進するため
中城村観光協会の設立とともに、将来的に自主財源を確保しながら運営できる組織を目指すためには、組織基盤をしっかり整備
するための補助金が必要である。

観光協会を設立したことにより、観光振興の分野で求められる柔軟で機動力のある事業の
展開が期待でき、地域活性化及び経済活性化が期待できる。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

4 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 中城村観光振興計画 内線番号 322

事業期間 令和 2 年 ～ 令和

担当係
商工・観光・農
政・水産係

実施施策 ② 観光客の受入体制の整備 担当名 澤岻　徹幸

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

中城村観光振興計画の基本施策「観光推進体制の構築」を展開する
ため、本村の観光振興を担う組織として中城村観光協会を設立す
る。そして、観光関連事業者との連携を図り、将来的には自主財源
を確保しながら戦略的に観光振興に取り組む体制づくりを推進する
ため、補助金を交付する。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ⑤ 観光の振興

千円 対前年増減額 0 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

90,000

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 中城村観光協会補助事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 30,000 千円
令和２年度
事　業　費

30,000



今後の展開 キャンプ見学者を村内の観光につなげる。

令和2年度目標
（KPI等）

Ｊ１ガンバ大阪、Ｊ１川崎フロンターレの誘致及
びキャンプ固定化

令和2年度との
相違点

キャンプチームの固定化
令和3年度との

相違点
キャンプチームの固定化

目標 Ｊ１ガンバ大阪及びＪ１川崎フロンターレの誘致 目標 Ｊ１ガンバ大阪及びＪ１川崎フロンターレの誘致

一般財源 211 千円 10 ％一般財源 211 千円 10 ％一般財源 211 千円 10 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 一括交付金 1,895 千円 90 ％国庫補助金名 一括交付金 1,895 千円 90 ％国庫補助金名 一括交付金 1,895 千円 90 ％

合計 2,106

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 2,106 合計 2,106

警備委託

1,375 受入消耗品費等

委託料 507 警備委託 委託料 507 警備委託 委託料 507

補助金 224 観光推進協議会

需用費 1,375 受入消耗品費等 需用費 1,375 受入消耗品費等 需用費

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

補助金 224 観光推進協議会 補助金 224 観光推進協議会

Jクラブに対しトップセールスを行い本村でキャンプを実施する魅力をPRする。また、キャンプ時は
歓迎ムードを高めるとともに中城城跡PRブースを設置し、キャンプ見学者へ世界遺産中城城跡への
誘導を図る。

この事業を実施することにより本村及び沖縄県のスポーツツーリズムの推進に寄与できる
とともに、本村及び世界遺産中城城跡の知名度が向上し、中城城跡への来場者数の増加が
期待できる。また、訪問者を村内に周遊する企画を実施することで経済効果が期待でき
る。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

4 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 中城村観光振興計画 内線番号 322

事業期間 令和 2 年 ～ 令和

担当係
商工・観光・農
政・水産係

実施施策 ③ 新たな観光プログラムの創出 担当名 澤岻　徹幸

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

本村のごさまる陸上競技場は県内随一のサッカーに適した芝を整備
しており、当該施設周辺も一体的に整備している。これら施設を活
用しスポーツを通じて本村及び世界遺産中城城跡のPRを図るため、J
クラブへキャンプ誘致活動を実施するとともにキャンプ時の歓迎
ムードを高める。その中で世界遺産中城城跡のPR機会を創出し、観
覧者数15万人を目指す。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ⑤ 観光の振興

千円 対前年増減額 572 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

6,318

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 プロサッカーキャンプ誘致事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 1,534 千円
令和２年度
事　業　費

2,106



今後の展開 護佐丸関連観光資源を活用した商品開発の検討

令和2年度目標
（KPI等）

閲覧者数年間5万件

令和2年度との
相違点

護佐丸関連観光資源を活用した商品開発の検討
令和3年度との

相違点
護佐丸関連観光資源を活用した商品開発の検討

目標 閲覧者数、前年度比1万人増。 目標 閲覧者数、前年度比1万人増。

一般財源 965 千円 100 ％一般財源 965 千円 100 ％一般財源 965 千円 100 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 965

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 965 合計 965

委託料 965 システム保守管理

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

委託料 965 システム保守管理 委託料 965 システム保守管理

護佐丸は、琉球王国時代の歴史の中で最も王府に忠誠を尽くし、信頼できる忠臣として沖縄では有
名であるが県外及び海外ではそのことがほとんど知られていない。そのため、琉球の歴史と護佐丸
の生涯を映像化した映像をインターネットで広く公開することで中城城跡の歴史とそこに伝わる護
佐丸の伝説を知ってもらい、中城城跡の魅力を発信する。

中城城跡の城主「護佐丸」を活用した新たな魅力を創出することができ、今まで知られて
いなかった世界遺産に伝わる伝説を観光メニューのひとつとして提供することができ、中
城村に訪れる観光客が増え、結果として地域の活性化が期待できる。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

4 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 中城村観光振興計画 内線番号 322

事業期間 令和 2 年 ～ 令和

担当係
商工・観光・農
政・水産係

実施施策 ③ 新たな観光プログラムの創出 担当名 澤岻　徹幸

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

中城村の観光振興の一環として世界遺産「中城城跡」を活用した新
たな誘客のための魅力づくりが課題となっている。そのため、観光
客数15万人を目指し観光振興を推進するため、世界遺産中城城跡の
城主「護佐丸」を活用した新たな魅力を創出する。
・とよむ中城観光案内システム保守
・護佐丸クロニクルHPサーバー管理委託

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ⑤ 観光の振興

千円 対前年増減額 0 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

2,895

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 ホームページ委託管理事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 965 千円
令和２年度
事　業　費

965



今後の展開
イベント内容の充実及び補助金以外の運営費の検
討

令和2年度目標
（KPI等）

イベント来場者数　12,000人

令和2年度との
相違点

中城城跡の更なる魅力向上につながるイベントの
実施

令和3年度との
相違点

運営体制及び入場料等収入の検討

目標 来場者の増加 目標 来場者の増加及び財源圧縮に努める

一般財源 1,530 千円 10 ％一般財源 1,530 千円 10 ％一般財源 1,530 千円 10 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 一括交付金 13,750 千円 90 ％国庫補助金名 一括交付金 13,750 千円 90 ％国庫補助金名 一括交付金 13,750 千円 90 ％

合計 15,280

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 15,280 合計 15,280

補助金 15,280 映像制作・イベント運営等

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

補助金 15,280 映像制作・イベント運営等 補助金 15,280 映像制作・イベント運営等

中城村の観光振興の一環として世界遺産「中城城跡」で光と音楽を融合させたプロジェクション
マッピングを開催し、中城城跡の新たな魅力の創出と日没後の観光メニューを提供することで年間
１５万人の集客を目指す。今後は、協賛事業所を募り、運営資金に充てる計画を検討する。

中城城跡の遺構の素晴らしさに加え、そこに伝わる護佐丸の伝説を広くPRすることで、中
城城跡の新たな魅力のひとつとなる。また、通常営業時間外のイベント実施のため、夜の
観光メニューの提供となるので、来場者数の増加に結び付く。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

4 年 積算資料

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 中城村観光振興計画 内線番号 322

事業期間 令和 2 年 ～ 令和

担当係
商工・観光・農
政・水産係

実施施策 ③ 新たな観光プログラムの創出 担当名 澤岻　徹幸

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

中城村の観光振興の一環として世界遺産「中城城跡」で光と音楽を
融合させたプロジェクションマッピングを開催し、中城城跡の新た
な魅力の創出と日没後の観光メニューを提供することで年間１５万
人の集客を目指す。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ⑤ 観光の振興

千円 対前年増減額 0 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

45,840

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 世界遺産中城城跡プロジェクションマッピング事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 15,280 千円
令和２年度
事　業　費

15,280



今後の展開 集客力のあるイベント内容の検討

令和2年度目標
（KPI等）

イベント来場者数1,600人

令和2年度との
相違点

ツアー造成の検討
令和3年度との

相違点
県外からのツアー増

目標 県外からの来場者増 目標 イベント来場者数及び中城城跡年間入場者数の増

一般財源 1,556 千円 17 ％一般財源 1,556 千円 17 ％一般財源 1,556 千円 17 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 文化芸術振興費補助金 7,776 千円 83 ％国庫補助金名 文化芸術振興費補助金 7,776 千円 83 ％国庫補助金名 文化芸術振興費補助金 7,776 千円 83 ％

合計 9,332

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 9,332 合計 9,332

補助金 9,332 開催委託費

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

補助金 9,332 開催委託費 補助金 9,332 開催委託費

第4次総合計画の中で平成28年度に中城城跡来場者数年間15万人を目標として掲げているが未だ達成
できておらず、中城城跡の認知度が低いことが要因の一つと考えられる。そこで、集客力の高いイ
ベントを開催し、知名度の向上を図る。

村外・県外から観光客を呼び込める集客力の高いイベントを開催することで、中城城跡だ
けではなく中城村の魅力をＰＲすることができる。また、世界遺産という特別な空間で文
化芸術を鑑賞頂き感動を与えることで、口コミやＳＮＳなどでの話題性に期待することが
でき、中城城跡の知名度向上及び来場者増に期待ができる。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

4 年 積算資料

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 中城村観光振興計画 内線番号 322

事業期間 平成 27 年 ～ 令和

担当係
商工・観光・農
政・水産係

実施施策 ③ 新たな観光プログラムの創出 担当名 澤岻　徹幸

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

中城城跡を文化芸術の創造発信拠点として位置付け、音楽、演劇、
舞踊などのプログラムで構成したイベントを開催する。また、旅行
会社と提携してイベント鑑賞を主としたツアー商品を販売し、県外
からの集客を図る事業とする。

施策の大綱 ８節 産業経済（多様な産業が調和しながら発展し、豊かに暮らせる村） 産業振興課

基本施策 ⑤ 観光の振興

千円 対前年増減額 0 千円
実施計画総事業費
(令和2～4年度）

27,996

実 施 計 画 書 （令和２年度 ～ 令和４年度 )

事 業 名 中城村歴史文化振興発信事業 事業区分 継続事業

前年度事業費 9,332 千円
令和２年度
事　業　費

9,332


